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〇開催 令和元年１１月５日（火）
〇場所 名古屋市中小企業振興会館

The Association for Technical Aids(ATA)
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⼈⼝（万⼈） （％）

14歳以下人口

15～64歳人口

65～74歳人口

75歳以上人口

65～74歳人口の割合

75歳以上人口の割合

13.3%
(2016)

11,913

1,428

2,288

6,875

1,321

19.2%

8,808

1,133

2,248

4,529

898

12.9%

25.5%

資料︓2016年までは総務省統計局「国勢調査」および「⼈⼝推計」、2020年以降は国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（平成29年4⽉推計）中位推計」

推計値
（⽇本の将来⼈⼝推計）

実績値
（国勢調査等）

13.9%
(2016)

12.0%

7,656

1,768

1,691

12,693

○ 今後、日本の総人口が減少に転じていくなか、高齢者（特に75歳以上の高齢者）の占める割合は増加していく
ことが想定される。

1,578

75歳以上の高齢者数の急速な増加
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５８６（単位：万人）

（出典：介護保険事業状況報告）

注１）陸前高田市、大槌町、女川町、桑折町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町は含まれていない。

注２）楢葉町、富岡町、大熊町は含まれていない。
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要介護度別認定者数の推移

要介護（要支援）の認定者数は、平成３０年４月現在６４４万人で、この１８年間で約３．０倍に。このうち
軽度の認定者数の増が大きい。また、近年、増加のペースが再び拡大。
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２０１６年度
（平成２８年度）

２０２０年度
（平成３２年度）

２０２５年度
（平成３７年度）

○ 第７期介護保険事業計画の介護サービス⾒込み量等に基づき、都道府県が推計した介護⼈材の需要を⾒ると、
2020年度末には約216万⼈、2025年度末には約245万⼈が必要。

○ 2016年度の約190万⼈に加え、2020年度末までに約26万⼈、2025年度末までに約55万⼈、年間６万⼈程度の介
護⼈材を確保する必要がある。
※ 介護⼈材数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する介護職員数に、介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事業の
うち従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員数を加えたもの。

○ 国においては、①介護職員の処遇改善、②多様な⼈材の確保・育成、③離職防⽌・定着促進・⽣産性向上、④介護
職の魅⼒向上、⑤外国⼈材の受⼊環境整備など総合的な介護⼈材確保対策に取り組む。

注１）需要⾒込み（約216万⼈・245万⼈）については、市町村により第７期介護保険事業計画に位置付けられたサービス⾒込み量（総合事業を含む）等に基づ
く都道府県による推計値を集計したもの。

注２）2016年度の約190万⼈は、「介護サービス施設・事業所調査」の介護職員数（回収率等による補正後）に、総合事業のうち従前の介護予防訪問介護等に相
当するサービスに従事する介護職員数（推計値︓約6.6万⼈）を加えたもの。

約
26
万
人

第７期計画期間（2018～2020） 第８期計画期間（2021～2023） 第９期計画期間（2024～2026）

約１９０万人
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（需要）
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約
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第７期介護保険事業計画に基づく介護⼈材の必要数について
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【出典】 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」（介護職員数）、「介護保険事業状況報告」（要介護（要支援）認定者数）

176.5

○ 介護保険法の施⾏以来、要介護（要⽀援）認定者数は増加してきており、サービス量の増加に伴い介護職員数も
16年間で3.3倍に増加している。

170.8
183.1 183.3

注１） 平成21年度以降は、調査方法の変更による回収率変動等の影響を受けていることから、厚生労働省（社会･援護局）にて推計したもの。
（平成20年まではほぼ100%の回収率 → (例)平成28年の回収率：訪問介護90.8%、通所介護86.8%､介護老人福祉施設92.2%）

・補正の考え方：入所系（短期入所生活介護を除く）・通所介護は①施設数に着目した割り戻し、それ以外は②利用者数に着目した割り戻しにより行った。
注２） 各年の「介護サービス施設・事業所調査」の数値の合計から算出しているため、年ごとに、調査対象サービスの範囲に相違があり、以下のサービスの介護職員については、含まれていない。

（特定施設入居者生活介護：平成12～15年、地域密着型介護老人福祉施設：平成18年、通所リハビリテーションの介護職員数は全ての年に含めていない）
注３） 介護職員数は、常勤、非常勤を含めた実人員数である。（各年度の10月1日現在）
注４） 平成27年度以降の介護職員数には、介護予防・日常生活支援総合事業に従事する介護職員数は含まれていない。

介護職員数の推移
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Ⅱ．全世代型社会保障への改革
５．次世代ヘルスケア
（２）新たに講ずべき具体的施策
ⅰ）技術革新等を活用した効果的・効率的な医療・福祉サービスの確保

② ICT、ロボット、AI 等の医療・介護現場での技術活用の促進
ウ）ロボット・センサー等の開発・導入

・ 2040年を展望した中長期ビジョンである「未来イノベーション WG 」の取りまとめを踏まえた医療福祉分野における取
組を検討し、 2019 年度中に具体化する。ムーンショット型研究開発、先端技術の速やかな社会実装に向けた新たな評
価モデルの開発、技術インテリジェンス機能の強化等 、政府一丸でロボット・ AI 等の溶け込んだ社会システムの実現
を目指す。また、国民が自分の健康状態を自ら把握できる社会の実現に向け、機器やサービスに関して、評価手法の
開発を推進する。
・ ロボット・センサー等の効果検証に関するルールを次期介護報酬改定までに整理する。事業者による継続的な効果
検証とイノベーションの循環を促す環境を整備し、得られたエビデンスを次期及びそれ以降の介護報酬改定等での評
価につなげる。
・ ロボット・センサーについて、重点分野に基づき、利用者を含め介護現場と開発者等をつなげる取組や、介護現場で
のモニター調査等により、現場ニーズを捉えた開発支援を行うとともに、介護ロボットを活用した介護技術の開発や介
護ロボットの普及啓発を行い、介護現場への導入・活用支援を着実に進める。あわせて、障害福祉分野についても同
様の取組を進める。

③ 医療・介護現場の組織改革や経営の大規模化・協働化
ア）書類削減、業務効率化、シニア層の活用

・ 人手不足の中で、介護現場のサービスの質の維持・向上を実現するための方向性を整理した「介護現場革新プラ
ン」を踏まえ、 2019 年度、介護施設における①業務フローの分析・仕分け、②高齢者の介護助手等としての活躍推
進、③ロボット・センサー、 ICT 等の活用等による、パイロット事業を実施し、介護現場の業務効率化モデルを構築す
る。また、 2019 年 度以降、集めたノウハウを生産性向上に係るガイドラインに反映し、好事例の横展開を強力に進め
る。

○「成長戦略フォローアップ」（本文抜粋） （令和元年６月21日閣議決定）
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第３章 経済再生と財政健全化の好循環
２．経済・財政一体改革の推進等
（２）主要分野ごとの改革の取組
① 社会保障

② ICT、ロボット、AI 等の医療・介護現場での技術活用の促進
（医療・介護制度改革）

・ 持続可能な社会保障制度の実現に向け、医療・介護サービスの生産性向上を図るため、
医療・福祉サービス改革プランを推進するとともに、地域包括ケアシステムの構築と併せ、医
療・介護提供体制の効率化を推進し、勤労世代の負担状況にも配慮しつつ、後期高齢者の
増加に伴う医療費の伸びの適正化や一人当たり医療費の地域差半減、介護費の地域差縮
減を目指す。診療報酬や介護報酬においては、高齢化・人口減少や医療の高度化を踏ま
え、下記の各項目が推進されるよう適切に改善を図るとともに、適正化・効率化を推進しつ
つ、安定的に質の高いサービスが提供されるよう、ＡＤＬの改善などアウトカムに基づく支払
いの導入等を引き続き進めていく。

(ⅰ)医療・福祉サービス改革プランの推進
・ 医療・福祉サービス改革プランにより、ロボット・ＡＩ・ＩＣＴ等、データヘルス改革、タスク・シ
フティング、シニア人材の活用推進、組織マネジメント改革、経営の大規模化・協働化を通じ
て、医療・福祉サービス改革による生産性の向上を図ることにより、2040年における医療・福
祉分野の単位時間サービス提供量について５％以上向上、医師については７％以上向上さ
せる。

○経済財政運営と改革の基本方針2019 （令和元年６月21日閣議決定）

７
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（万⼈）

5,650万⼈程度

1. 現役世代の⼈⼝が急減する中での社会の
活⼒維持向上

⇒ ⾼齢者をはじめとして多様な就労・社会参
加を促進し、社会全体の活⼒を維持してい
く基盤として、2040年までに３年以上健康
寿命を延伸することを⽬指す。

2. 労働⼒の制約が強まる中での医療・介護
サービスの確保

⇒ テクノロジーの活⽤等により、2040年時
点において必要とされるサービスが適切に
確保される⽔準の医療・介護サービスの⽣
産性※の向上を⽬指す。

《2040年までの⼈⼝構造の変化》

《新たな局⾯に対応した政策課題》

（資料） 就業者数について、2018年は内閣府「経済⾒通しと経済財政運営の基
本的態度」、2025年以降は、独⽴⾏政法⼈労働政策研究・研修機構「平成27年
労働⼒需給の推計」の性・年齢別の就業率と国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所
「⽇本の将来推計⼈⼝ 平成29年推計」（出⽣中位・死亡中位推計）を⽤いて機
械的に算出。医療・福祉の就業者数は、医療・介護サービスの年齢別の利⽤状
況（2025年）をもとに、⼈⼝構造の変化を加味して求めた将来の医療・介護
サービスの需要から厚⽣労働省において推計（暫定値）。

※ サービス産出に要するマンパワー投⼊量。
※ 医療分野︓ICT、AI、ロボットの活⽤で業務代替が可能と考え

られるものが5%程度（「医師の勤務実態及び働き⽅の意向等に
関する調査」結果から抽出）

※ 介護分野︓特別養護⽼⼈ホームでは、平均では⼊所者2⼈に対
し介護職員等が1⼈程度の配置となっているが、ICT等の活⽤に
より2.7⼈に対し1⼈程度の配置で運営を⾏っている施設あり。

6,350万⼈程度
6,580万⼈

901

《就業者数の推移》

（万⼈）

⼈⼝構造の推移を⾒ると、2025年以降、
「⾼齢者の急増」から「現役世代の急減」に局⾯が変化。

2025年以降の現役世代の⼈⼝の急減という
新たな局⾯における課題への対応が必要。

2,180

3,677 3,921

+2.7%

+142.0%

+66.8% +6.6%

8,638
▲17.0% ▲16.6%

⾼齢者⼈⼝
の急増

⾼齢者⼈⼝
の増加が
緩やかに

⽣産年齢
⼈⼝の減少

が加速15歳〜64歳

65歳〜74歳

75歳以上

団塊の世代が
全て65歳以上に

団塊の世代が
全て75歳以上に

団塊ジュニアが
全て65歳以上に

＜65歳以上⼈⼝＞

＜15歳〜64歳⼈⼝＞

2,239

7,170

（万⼈）

5,978

6,000

930万⼈程度
<15%程度>

【暫定】

1,060万⼈程度
<19%程度>

【暫定】

（資料）総務省「国勢調査」「⼈⼝推計」（2015年まで）、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本
の将来推計⼈⼝ 平成29年推計」（出⽣中位・死亡中位推計）（2016年以降）

2,204

国⺠的な議論の下、
 これまで進めてきた給付と負担の⾒直し

等による社会保障の持続可能性の確保も
図りつつ、

 以下の新たな局⾯に対応した政策課題を
踏まえて、総合的に改⾰を推進。

25年間 15年間

25年間 15年間
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2040年を展望し、誰もがより⻑く元気に活躍できる社会の実現

【健康寿命延伸プラン】
⇒2040年までに、健康寿命を男⼥ともに
３年以上延伸し、75歳以上に

〇 ①健康無関⼼層へのアプローチの強化、
②地域・保険者間の格差の解消により、
以下の3分野を中⼼に、取組を推進
・次世代を含めたすべての⼈の健やかな

⽣活習慣形成等
・疾病予防・重症化予防
・介護予防・フレイル対策、認知症予防

【雇⽤・年⾦制度改⾰等】
○ 70歳までの就業機会の確保
○ 就職氷河期世代の⽅々の活躍の場を

更に広げるための⽀援
○ 中途採⽤の拡⼤、副業・兼業の促進
○ 地域共⽣・地域の⽀え合い
○⼈⽣１００年時代に向けた年⾦制度改⾰

【医療・福祉サービス改⾰プラン】
⇒2040年時点で、単位時間当たりのサービス

提供を５％（医師は７％）以上改善
〇 以下の４つのアプローチにより、取組を推進

・ロボット・AI・ICT等の実⽤化推進、
データヘルス改⾰

・タスクシフティングを担う⼈材の育成、
シニア⼈材の活⽤推進

・組織マネジメント改⾰
・経営の⼤規模化・協働化

給付と負担の⾒直し等による社会保障の持続可能性の確保
≪引き続き取り組む政策課題≫

≪現役世代の⼈⼝の急減という新たな局⾯に対応した政策課題≫

2040年を展望し、誰もがより⻑く元気に活躍できる社会の実現を⽬指す。

多様な就労・社会参加 健康寿命の延伸 医療・福祉サービス改⾰

● 2040年を展望すると、⾼齢者の⼈⼝の伸びは落ち着き、現役世代（担い⼿）が急減する。
→「総就業者数の増加」とともに、「より少ない⼈⼿でも回る医療・福祉の現場を実現」することが必要。

● 今後、国⺠誰もが、より⻑く、元気に活躍できるよう、以下の取組を進める。
①多様な就労・社会参加の環境整備、②健康寿命の延伸、③医療・福祉サービスの改⾰による⽣産性の向上
④給付と負担の⾒直し等による社会保障の持続可能性の確保

● また、社会保障の枠内で考えるだけでなく、農業、⾦融、住宅、健康な⾷事、創薬にもウイングを拡げ､関連する政策
領域との連携の中で新たな展開を図っていく。

９



業
界
イ
メ
ー
ジ

刷
新

労働⼒制約が強まる中での医療・福祉サービスの確保（医療・福祉サービス改⾰プラン）
● 「医療・福祉サービス改⾰プラン」を策定。

（内容）2040年の⽣産性向上に向けた⽬標・2025年までの⼯程表
● 以下４つの改⾰を通じて、医療・福祉サービス改⾰による⽣産性の向上を図る。

ロボット・センサー・ICT

⼊所者のケア 間接業務

業務仕分け

・就労
・有償ボランティア

夜勤業務・記録⼊⼒
の効率化等

元気⾼齢者

質
の
向
上

介護専⾨職が
担うべき業務に重点化

●介護施設における①業務フローの分析・仕分けを基に、
②元気⾼齢者の活躍、③ロボット・センサー・ICTの活⽤等に
よるパイロット事業を実施。効果検証後、全国に普及。

●介護業界のイメージ改善と⼈材確保・定着促進

介護現場の⾰新

地域に新
たな活躍の
場の創出

ベッドメイキング、⾷事の配膳、
ケア記録の⼊⼒等

ロボット・AI・ICT等、
データヘルス改⾰Ⅰ タスクシフティング、

シニア⼈材の活⽤推進Ⅱ 組織マネジメント改⾰Ⅲ 経営の⼤規模化・
協働化Ⅳ

Ⅰ〜Ⅲの
例

医療・介護インフラのスマート化
（担い⼿不⾜の解消）
個⼈の主体化を⽀える

（⼼⾝機能の維持・拡張等）
共に⽀える新たな関係の形成

（テクノロジーによるインクルージョン）

3つのアプローチ

⼈と先端技術が共⽣し、⼀⼈ひとりの⽣き⽅を共に⽀える次世代ケアの実現

⼈と技術が共⽣し、
その⼈なりの価値を届けることができる

誰もが幸せの実現に向けて、
⾃分に合った⽣き⽅を選択できる
誰もがどんな状態であっても、
「これでいい」と⾃然に思える

2040年の理想的な姿

⽇本は、海外から多くの投資・⼈が
集まるイノベーションハブに

３つのアプローチを⽀える基盤
●官（政府部⾨）のインテリジェンス機能強化
●有望な技術領域の特定、官のリソースの重点
配分（ムーンショット型研究開発等）

●先端技術の社会実装の加速誘導策・・・

OriHime-D オリィ研究所
外出困難な⼈のテレワークを可能に

≪例≫

Ⅰの例
（未来イノベーションWG︓経済産業省と連携）

（今後の施策例）▶「未来社会を⾒据えた研究開発」
▶「地域を定めた実証実験」 10



本年５⽉以降、以下の取組を⾏うパイロット事業を実施し、効果検証後、2020年度から全
国に普及・展開。

①業務フローの分析・仕分け、②元気⾼齢者の活躍、③ロボット・センサー・ICTの活⽤、④介護業界
のイメージ改善と⼈材確保・定着促進

介護現場⾰新プラン 関係団体等と⼀体となって⼈⼿不⾜に対する対応策、介護業界のイメージ改善策を検討

⼊所者のケア 間接業務

①業務仕分け

業
界
イ
メ
ー
ジ
刷
新

ベッドメイキング、
⾷事の配膳、ケア記
録の⼊⼒等

質
の
向
上介護専門職が担う

べき業務に重点化

2018
年度

介護現場⾰新会議の開催

全国数ヵ所でパイロット事業を実施
各地域の実情や地域資源を考慮しながら、当該地域内や他地域
での好事例の展開や業界のイメージ改善に取組み、各地域にお
ける成果を国で取りまとめる。

以下の取組を進め、介護分野における業務効率化を進めるため、
介護現場⾰新会議を開催し、2019年３⽉に⼤まかな⽅向性を取
りまとめた。

2019
年度

守
り

■ 介護施設における業務フローの分析・仕分け
■ 地域の元気⾼齢者の活躍の場を創出

（介護施設等で就労や有償ボランティアとして活躍）
■ ロボット・センサー・ICTの活⽤

（夜勤業務・記録⼊⼒の効率化等）

■ 介護業界のイメージ改善
（職場体験等の実施、やりがいの発信等）

攻
め

・就労

・有償ボラン
ティア

夜勤業務・
記録入力の
効率化等

②元気⾼齢者 ③ロボット・
センサー・ICT

地域に
新たな
活躍の
場を創
出

医療・福祉サービス改⾰ 主な取組 〜介護現場の⾰新〜

11



○ 介護現場⾰新会議での議論等を踏まえつつ、⽣産性向上に関する取組をモデル的に普及していくため、⾃治体
を単位とするパイロット事業を実施。

①宮城県 ②福島県 ③神奈川県 ④三重県 ⑤熊本県
⑥横浜市 ⑦北九州市

実施⾃治体（７県市）

 介護⽼⼈福祉施設、介護⽼⼈保健施設、認知症対応型共同⽣活介
護、介護医療院、特定施設⼊居者⽣活介護

対象施設等

１ 業務仕分け・ロボット・ICT・元気⾼齢者活⽤の三位⼀体型効
率化
○業務仕分け、業務フローの⾒直しなどの研究、実践の成果
○介護職員の専⾨性が必要な業務とそうでない業務の切り分け
○介護助⼿の採⽤⽅法、現場における活躍事例
○ロボット・ICTの活⽤によるケア記録の省⼒化や夜勤の効率化

２ ロボット・ICTの活⽤
○ロボット・ICTの具体的な活⽤による好事例

３ 介護業界のイメージ改善
○賃⾦⽔準やキャリアアップの仕組みをはじめとする労働環境
○介護福祉⼠養成校⼊学希望者を増やすための取組
○インターンや職場体験などを受け⼊れる際の受け⼊れ体制、

考え⽅
○介護ボランティアや介護相談員などを受け⼊れる際の受け⼊

れ体制、考え⽅

（注）平成30年12⽉11⽇ 第１回介護現場⾰新会議資料（抜粋）

取組内容

全体会議（全体の統括）
 事業者団体、学識者、⽣産性向上に関する有識者等

（事務局︓シンクタンク）

A県
協議会

C市
協議会

B県
協議会

報告書の作成

・・・

 ⾃治体職員、事業者団体、シンクタンク等

ガイドラインへの反映

パイロット事業（⽬標設定・取組実施・成果取りまとめ）

事業の進捗報告
専⾨的知⾒から
事業の助⾔等

令和元年度⽣産性向上推進事業（⾃治体単位で実施するパイロット事業）
平成３０年度補正予算 ４．６億円

事業のイメージ

12



介護ロボットとは

移乗支援

自動排せつ処理装置

介護ロボットの例

１．ロボットの定義とは、
●情報を感知（センサー系）
●判断し（知能・制御系）
●動作する（駆動系）

この３つの要素技術を有する、知能化した機械システム。

２．ロボット技術が応用され利用者の自立支援や介護者の負担の軽減に役立つ介護機器を介
護ロボットと呼んでいる。

装着型パワーアシスト 歩行アシストカート

移動支援 認知症の方の見守り排泄支援

見守りセンサー

13



医療・介護用ロボットの導入上の取り扱いについて

疾病の治療や身体の構造・機能に影響を
及ぼすことを目的とするロボット

・上肢や下肢に装着して、身体の機能回復、症状の改
善・進行抑制のために用いるロボット

※医療機器に該当するものについては、医薬品医療機器等
法※による 許認可等が必要。

介護分野で使用されるロボット
（左記の目的以外）

・車椅子の移動、ベッドー車椅子間の移乗などを支援す
るロボット
・日常生活行動（排泄、食事、入浴など）を支援

するロボット

・上肢や下肢に装着して運動機能等を補助する
ロボット

※現行、製造販売するにあたっての許認可等は要しない。

医療用ロボット 介護用ロボット

医薬品医療機器等法※における「医療機器」に該当

身体に装着して用いる（身体へ侵襲性のない）能動型装置
はクラスⅡ

○基準に適合するものは第三者認証品目
○基準に適合しないものは大臣承認品目

○施設の判断にて自由に導
入が可能

※利用者の支援に係る備品
等については、介護報酬に
含まれている

○福祉用具貸与（購入）サービ
ス

○介護保険の給付対象種目
等を見直す場合は「介護保
険福祉用具・住宅改修評価
検討会」において検討

施 設 在 宅

※医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律
（旧︓薬事法） 14



・ロボット技術を用いて介助
者のパワーアシストを行う
装着型の機器

・ロボット技術を用いて介助者
による抱え上げ動作のパ
ワーアシストを行う非装着
型の機器

・高齢者等の外出をサポート
し、荷物等を安全に運搬でき
るロボット技術を用いた歩行
支援機器

・排泄物の処理にロボット技術
を用いた設置位置調節可能
なトイレ

・介護施設において使用する、
センサーや外部通信機能を
備えたロボット技術を用いた
機器のプラットフォーム

・高齢者等の屋内移動や立
ち座りをサポートし、特にト
イレへの往復やトイレ内で
の姿勢保持を支援するロ
ボット技術を用いた歩行支
援機器

・在宅介護において使用する、
転倒検知センサーや外部通
信機能を備えたロボット技術
を用いた機器のプラットフォー
ム

・高齢者等の外出をサポート
し、転倒予防や歩行等を補
助するロボット技術を用いた
装着型の移動支援機器

・ロボット技術を用いて排泄を
予測し、的確なタイミングでト
イレへ誘導する機器

・ロボット技術を用いてトイレ内
での下衣の着脱等の排泄の
一連の動作を支援する機器

・高齢者等とのコミュニケー
ションにロボット技術を用い
た生活支援機器

・ロボット技術を用いて、見守
り、移動支援、排泄支援をは
じめとする介護業務に伴う情
報を収集・蓄積し、それを基
に、高齢者等の必要な支援
に活用することを可能とする
機器

移乗支援移乗支援 移動支援移動支援 見守り・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
見守り・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
排泄支援排泄支援 入浴支援入浴支援

○非装着 ○屋内 ○在宅

○動作支援

○装着 ○排泄物処理○屋外 ○施設

介護業務支援介護業務支援
○トイレ誘導

○装着
イメージ図（ニーズ・シーズ
連携協調協議会報告書より
転載）

イメージ図（ニーズ・シーズ連
携
協調協議会報告書より転載）

イメージ図（ニーズ・シーズ
連携協調協議会報告書より
転載）

危ないので
動かないで
ください

○生活支援

・ロボット技術を用いて浴槽に
出入りする際の一連の動作
を支援する機器

民間企業・研究機関等 ＜経産省中心＞

○日本の高度な水準の工学技術を活用し、高齢者や介護現場
の具体的なニーズを踏まえた機器の開発支援

介護現場 ＜厚労省中心＞

○開発の早い段階から、現場のニーズの伝達や試作機器につ
いて介護現場での実証(モニター調査・評価)

モニター調査の
依頼等

試作機器の
評価等

介護ロボットの開発支援について

○経済産業省と厚生労働省において、重点的に開発支援する分野を特定（平成２５年度から開発支援）
○平成29年10月に重点分野を改訂し、赤字箇所を追加

開発重点分野

15



介護ロボット開発等加速化事業

介護ロボット等の開発・普及について、開発企業と介護現場の協議を通じ着想段階から現場のニーズを開発内
容に反映、開発中の試作機へのアドバイス、開発された機器を用いた効果的な介護技術の構築など、各段階で必
要な支援を行うことにより、加速化を図る。

概 要

介護ロボットの導入を推進するためには、使用方法の熟知や、
施設全体の介護業務の中で効果的な活用方法を構築する視点が重
要であり、介護ロボットを活用した介護技術の開発までを支援す
るモデル事業を実施する。

着想
段階

開発
段階

上市
段階

○ 介護ロボットを活用した介護技術開発支援モデル事業

事業内容

介護現場のニーズに適した実用性の高い介護ロボットの開発が
促進されるよう、開発中の試作機器について介護現場での実証等
を行い、介護ロボットの実用化を促す環境を整備する。

○ 福祉用具・介護ロボット実用化支援事業

開発前の着想段階から介護ロボットの開発の方向性について開
発企業と介護現場が協議し、介護現場のニーズを反映した開発の
提案内容を取りまとめる協議会を設置する。

○ ニーズ・シーズ連携協調のための協議会の設置

モニター調査
・専門職によるアドバイス支援
・臨床評価
※ニーズに即した製品となるよう支援

普及の促進【拡充】
※介護ロボットの体験展示、試用貸出、

研修会の開催等

現場のニーズを踏まえた介護ロ
ボット開発の提案を取りまとめ
※開発企業、介護現場、福祉機器等に

精通した専門家で構成

効果的な介護ロボットを活用
した介護方法の開発

※開発企業、介護現場、福祉機器等
に精通した専門家により、導入から

実証まで総合的に実施

平成30年度予算 令和元年度予算
３．７億円 → ４．８億円
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ニーズ・シーズ連携協調のための協議会

解決が望まれる
課題（介護現場等）

○ 開発前の着想段階から介護ロボットの開発の方向性について開発企業と介護現場が協議
し、介護現場のニーズを反映した開発の提案内容を取りまとめる協議会を設置する。

※ 協議会では、現場のニーズを共有するほか、既存の介護システムの課題分析、解決策の検討を行い、介護現場で効果的に活用
される機器の開発に向けた検討を行う。

開発の要素技術
（メーカー等）

①

課

題

の

分

析

②

解

決

策

の

検

討

③
仮
想
モ
デ
ル
の
設
計

④
開
発
目
標
の
明
確
化

企業・大学等での開発 （必要に応じて、他省庁・自治体等の補助金等を活用）

○令和元年度予算
介護ロボット開発等加速化事業（4.8億円）
の内数

ニーズ・シーズ連携協調のための協議会の設置

⑤

新

規

開

発

を

提

案

22



介護ロボットの活用や
開発等に関する相談
窓口を開設

○電話による相談
○ホームページによる相談

相談窓口の設置

【具体的な取り組み内容（令和元年度）】

実証に協力できる施設・事業所
等をリストアップし、開発の状態
に応じて開発側へつなぐ。

○ホームページにて募集
○協力施設・事業所等に対する研修

実証の場の整備

開発の早い段階から試作機器等
について、協力できる施設・事業
所等を中心にモニター調査を行う。

○介護職員等との意見交換
○専門職によるアドバイス支援
○介護現場におけるモニター調査

モニター調査の実施

国民の誰もが介護ロボットに
ついて必要な知識が得られる
よう普及・啓発を推進していく。

○パンフレットの作成
○介護ロボットの展示・体験
○介護ロボットの活用に関する研修 等

普及・啓発

○介護現場におけるニーズ調査の実施
○介護現場と開発現場との意見交換の場の開催 等

その他

福祉用具・介護ロボット実用化支援事業
○令和元年度予算

介護ロボット開発等加速化事業（4.8億円）
の内数
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１．概要
○介護ロボットの導入を推進するためには、介護ロボットの開発だけでなく、導入する施設において、使用方法の熟知や、施設

全体の介護業務の中で効果的な活用方法を構築する視点が重要。
○そのため、当事業において、介護ロボットを活用した介護技術の開発までの実現を支援する。

介護業務のアセスメント ロボット活用の準備 臨床業務導入

・介護業務の課題抽出

・全体調整
・専門家の派遣

・対応案の立案

・必要機種の提供
・施設構造の評価等

活用方法の
研修

機器のセットアップ
調整等

モデル事業取り
まとめ

普及・啓発
（別途委託）

・実証評価の実施
（データ収集・分析）

・フォローアップ

実証計画

介護施設

受託機関

メーカー

①受託先機関において、介護施設、メーカー、受託機関が連携して事業実施できる体制を構築。
②機器について、介護スタッフに活用方法の研修を行った上で、現場に投入し、活用状況についてフォローアップを行う。
③必要に応じて、導入施設の設備や介護方法に応じた、機器・施設のセットアップや改良を行う。
④必要に応じて、メーカーに機器の改善点をフィードバックした上で、導入機器の再選定を行う。
⑤普及モデル化を見据えた適切な実証計画を企画・立案。
⑥モデル事業をとりまとめ、広く普及・啓発を行う。

①

②

③

④⑤ ⑥

・特定した場面に
導入

２．事業内容
○介護ロボット活用による施設介護における課題点をアセスメントし、対応策を講じられるよう、現場の介護業務と介護機器の

有効的な使用方法に精通した専門家をモデル事業実施施設（介護施設）に派遣。
○対象機器は、開発重点分野を基に選定し、５カ所で実施。
○公募により委託。その他にモデル事業の取りまとめ等の業務支援を別途委託。

３．事業の流れ

国
委託

○令和元年度予算
介護ロボット開発等加速化事業（4.8億円）

の内数

分野ごとに公募

適宜フィードバック

介護ロボットを活用した介護技術開発支援モデル事業
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全国47都道府県で開催
【フォーラムプログラム（例）】

介護ロボットの普及拠点事業
○ 介護ロボットの普及に向けても、⾝近な地域において介護ロボットを実際に体験する機会を確保する
等により、介護職員が必要な情報を収集し、施設全体の介護業務の中で効果的な活⽤⽅法を具体的
に検討していくことが重要。
○ 本事業では、介護ロボットに関するフォーラムの開催（シンポジウムや体験展⽰等）や介護ロボットの
試⽤貸出等の取組を全国で実施することにより、介護ロボットの普及を加速化させることを⽬的とする。

○ 介護ロボットに関するシンポジウム
・⾃治体等の事業成果報告 ・平成30年度ニーズ・シーズ連携協調協議会事例報告
・介護現場における導⼊事例紹介 ・有識者による講演 ・介護ロボット活⽤のためのワークショップ 等

○ 介護ロボットの体験展⽰、試⽤貸出
・会場内に体験・展⽰ブース、試⽤貸出ブースを設ける。

全国に設置されるニーズ・シーズ連携協調協議会（※）と連携
し、
介護ロボットに関する情報収集・提供、普及啓発を⾏う。
（※）開発前の着想段階から開発の⽅向性について開発企業と介護現場が
協議し、介護現場のニーズを反映した開発の提案内容を取りまとめる協議会

ニーズ・シーズ連携協調協議会との連携

介護ロボットメーカーや販売業者、関係
団体等と連携し、試⽤貸出等を⾏う。

介護ロボットの試⽤貸出

介護ロボット地域フォーラム 事業受託者（（株）⽇刊⼯業新聞社）が
各都道府県・関係団体と連携の上、実施。
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地域医療介護総合確保基⾦を活⽤した介護ロボットの導⼊⽀援

 移乗⽀援、移動⽀援、排泄⽀援、⾒守り、⼊浴⽀援などで利⽤する
介護ロボットが対象

【介護ロボットの例】

介護保険施設・事業所

利⽤者

都道府県基⾦
（負担割合︓国２／３、都道府県１／３）

介護ロボット
導⼊計画

介護ロボット
導⼊⽀援

 負担軽減
 効率化サービス提供

○ 介護ロボットの普及に向けては、各都道府県に設置される地域医療介護総合確保基⾦を活⽤し、
介護施設等に対する介護ロボットの導⼊⽀援を実施

○ 平成30年度からは、１機器あたりの補助上限額を10万円から30万円に増額（補助率１／２）

対象となる介護ロボット

 実施都道府県数︓36都道府県（平成30年度）
 都道府県が認めた介護施設等の導⼊計画件数

・平成27年度︓ 58件
・平成28年度︓ 364件
・平成29年度︓ 505件
・平成30年度︓1,037件 （注）平成30年度の数値は平成31年１⽉時点の暫定値

○⾒守りセンサー
（⾒守り）

○歩⾏アシストカート
（移動⽀援）

○装着型パワーアシスト
（移乗⽀援）

実績（参考）

事業の流れ

※ １施設で複数の導⼊計画
を作成することがあり得る
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42

4 1 来年度実施を予定している
検討している
実施の予定はない

36

11 実施した

実施しなかった

平成30年度介護ロボット導⼊⽀援事業 実施状況
○ 平成30年度において、介護ロボット導⼊⽀援事業を実施した都道府県は36都道府県（76.6％）であった。
○ 実施していない県においても、本事業によらず独⾃の介護ロボット関連事業を実施している県もあった。

実施状況

ｎ＝47
（77％）

（23％）

実施していない理由

次年度以降の実施予定

北海道 ⻘森県 岩⼿県 宮城県 秋⽥県
福島県 茨城県 栃⽊県 群⾺県 埼⽟県
千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 福井県
⼭梨県 ⻑野県 岐⾩県 静岡県 愛知県
三重県 滋賀県 ⼤阪府 兵庫県 奈良県
⿃取県 島根県 岡⼭県 広島県 ⾹川県
愛媛県 ⾼知県 福岡県 熊本県 ⼤分県
⿅児島県

実施都道府県⼀覧

回答数
介護ロボット普及促進のための事業を独⾃に実施しているため。 ４
平成30年度は、県内の介護ロボット・ICT導⼊実態を把握す
るための調査を実施しており、その結果をふまえて必要な⽀援
を実施する予定。

１

⾦額の制約から、効果や施設にとってのメリットが⾒込めないた
め。 ２

予算不⾜のため。 １
他の基⾦のメニューを優先したため。 １
介護事業所から、事業実施の要望がなかったため。 ２

ｎ＝47
（89％）

（９％）（２％）

（平成31年１⽉時点）
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厚⽣労働省HP（介護ロボットの開発・普及の促進）

以下の情報を提供
○ 介護ロボットの定義
○ ロボット技術の介護利⽤における重点
分野の説明
○ 介護ロボットの開発・実⽤化⽀援策
・介護ロボットのニーズ・シーズ連携協調の
ための協議会実施状況
・試作機の介護現場での実証⽀援
・介護ロボットを活⽤した介護技術開発
⽀援
・普及・啓発
・各種補助⾦・助成⾦のご案内
○ 介護ロボットの導⼊・活⽤⽀援策
・介護ロボットを活⽤した介護技術開発
⽀援
・普及・啓発
・各種補助⾦・助成⾦のご案内
○ その他報告書

https://www.mhlw.go.jp/stf/sei
sakunitsuite/bunya/0000209634
.html

厚⽣労働省HP
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ご清聴ありがとうございました。


